
 

  

第５期決算公告 
2021 年６月１日 

東京都中央区日本橋室町四丁目３番 16号 

 株式会社フージャースアセットファンディング 

 代表取締役社長 藤井 幸雄 
 
 

貸 借 対 照 表 

（2021年２月28日 現在） 

 
                                                 (単位：千円) 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科  目 金 額 科  目 金 額 

流 動 資 産 904,057 流 動 負 債 1,132,519 

現 金 及 び 預 金 661,163 買 掛 金 112,854 

売 掛 金 61,072 未 払 金 518,709 

商 品 34,792 未 払 法 人 税 等 11,347 

貯 蔵 品 14,718 未 払 消 費 税 等 52,515 

未 収 入 金 7,791 預 り 金 39,119 

前 払 費 用 124,269 短 期 借 入 金 31,840 

そ の 他 2,413 割 賦 未 払 金 114,613 

貸 倒 引 当 金 △2,164 リ ー ス 債 務 109,152 

  賞 与 引 当 金 55,050 

  そ の 他 87,317 

固 定 資 産 1,380,955 固 定 負 債 3,346,383 

有 形 固 定 資 産 93,659 長 期 借 入 金 670,360 

建 物 0 関 係 会 社 長 期 借 入 金 1,257,000 

構 築 物 0 長 期 未 払 金 270,053 

機 械 装 置 84,228 長 期 リ ー ス 債 務 779,390 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 0 資 産 除 去 債 務 128,779 

土 地 9,430 退 職 給 付 引 当 金 160,638 

  そ の 他 引 当 金 79,275 

  そ の 他 885 

投資その他の資産 1,287,295 負 債 合 計 4,478,902 

出 資 金 2,110 純 資 産 の 部 

差 入 保 証 金 618,983 株 主 資 本 △2,193,889 

長 期 前 払 費 用 219,087 資  本  金 50,000 

繰 延 税 金 資 産 447,114 資 本 剰 余 金 30,000 

  利 益 剰 余 金 △2,273,889 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 △2,273,889 

  別 途 積 立 金 184,100 

  そ の 他 の 利 益 剰 余 金 20,000 

  繰 越 利 益 剰 余 金 △2,477,989 

  純 資 産 合 計 △2,193,889 

資 産 合 計 2,285,012 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,285,012 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 



 

  

 
 

個 別 注 記 表 
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１.たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品 ・ 貯 蔵 品 最終仕入原価法 

 

２.固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産 建物（建物附属設備を含む）・・・定額法 

構築物          ・・・定額法 

その他          ・・・定率法 

（2016 年３月 31 日までに取得した建物附属設備及び構築物については、

定率法によっております。） 

 なお、主な耐用年数は、建物２～40 年、構築物 10 年～15 年、機械装置８

年～17 年、工具、器具及び備品２～20 年であります。 

無 形 固 定 資 産 自社利用のソフトウエアについては、社内における利用期間（５年）に基

づく定額法によっております。 

リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

３.引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき

当期に見合う分を計上しております。 

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。なお、退職給付引当金及び退職給付費

用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とし年

金資産の額を控除する方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

４.消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

 

（当期純損益金額） 

△995,866 千円 
 

 


